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1. はじめに 

「企業」とは世の中に商品やサービスを提供し、利潤を得る組織である。しかし商品やサ

ービスの販売以外でも、多くの面で社会に影響を及ぼしている。例えば育児・介護休業法の

改正に伴い 4、多くの企業が男性従業員に育児休暇の取得を促している。この動きが従業員

の家庭生活や育児への関わり方、その後の人生観の変化につながっている可能性は大いに

ある。このように「企業の行動」がそこで働く従業員の人生に影響することは当然である。

しかし、従業員だけでなく、「日本の社会風土」まで改善する力になり得るのだろうか。本

研究の意図は、企業の持つ力を社会風土の改善に生かすことができないか方法を探ること

である。とはいえ、検証対象は、「ESG」や「SDGs」といった企業の取り組みが社会課題の

解決にどう寄与しているのかではない。本研究が問うのは企業の行動が「日本に住む人々の

価値観などの社会風土」を変革できるかだ。先進国の中でも高い自殺率、低い幸福度指数、

未婚化、少子化、ストレス社会･･･こうした日本が抱える課題は一見、企業とは直接関係が

ないように見える。しかし、企業が社会に大きな影響を与える存在なのであれば、企業の振

る舞いが変わることで日本の社会風土を改善する一助になりうるのではないか？ 

その解明には複数の事象の検証が必要であるが、本研究では、現在日本企業の間で進みつ
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つある、「カスタマーハラスメント対策の導入」が社会風土の変革にどのような影響を与え

る可能性があるかに焦点を当て、調査を行った。 

 

2.カスタマーハラスメント対策について 

2.1 カスタマーハラスメントとは 

カスタマーハラスメント（以下「カスハラ」）が働き手に及ぼす影響は深刻化している。

一口にカスハラと言っても該当する行為は多岐にわたるが、政府の広報サイト 5では「顧客

等からの暴行、脅迫、ひどい暴言、不当な要求等の著しい迷惑行為」とまとめている。 

具体例は以下のとおりである。 

・身体的な攻撃（暴行、傷害） ・精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言） 

・威圧的な言動 ・継続的、執拗な言動 ・拘束的な言動（不退去、居座り、監禁） 

・差別的な言動 ・性的な言動 ・従業員個人への攻撃、要求 ・土下座の要求 

 

カスハラ問題が広く認識され始めるきっかけとなったのは、2017 年に日本最大の産業別

労働組合の UA ゼンセンが発表した「悪質クレームについての報告書」6である。アンケー

トに回答した労働者のうち 7 割以上が、業務中に迷惑行為に遭遇したことがあると回答し、

対応として、「謝りつづけた」「何もできなかった」が 4 割を超えた。報告書は、客の問題だ

けでなく、「企業側の対策にも課題がある」と指摘した。UA ゼンセンはその後も政府やメ

ディアに対策の必要性を訴え続け、厚生労働省の審議会の議論などを経て、2025 年 6 月、

ようやく労働施策推進法が改正された 7。施行は 2026 年 10 月で、企業は雇用管理の一環と

して労働者を守るため、カスハラ対策の実施を義務づけられることとなる。厚生労働省はカ

スハラの定義について、①顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行う、 ②社会

通念上許容される範囲を超えた言動により、③労働者の就業環境を害すること、としている。

法制化により、企業は、「方針を明確にして周知、啓発すること」「カスハラ被害の相談体制

を整備し、周知すること」「カスハラが発生した場合、迅速かつ適切な対応を行うこと」「カ

スハラを抑止するための措置を講じること」が求められる。 

 

2.2 企業と顧客の関係の変化  

日本のサービス業では「お客様は神様です」に象徴される顧客第一主義の概念が根付いて

来た。企業側が「おもてなし」の精神で、対価に含まれていない分まで丁寧なサービスを提

供し、客がそれを『当然のこと』として享受する、という場面はめずらしくなかった。しか

 
5 政府広報オンラインより 
6 2017 年 10 月に UA ゼンセンが「悪質クレーム対策（迷惑行為） アンケート調査結果」を公表 

7 「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律の一部改正」

2025 年 6 月公布 
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しその関係は、「人手不足」や「SNS の普及」「デジタル社会の進展」などで変化している。 

・『人手不足』…労働人口の減少はサービス業を直撃している。現場では従業員一人当たり

の業務量が増大し、従来のような丁寧さや迅速さの水準を保つのが難しくなっていること

も指摘される。内田(2025)は、かつてと同様のサービスを期待する消費者の要求水準が不

当に高すぎるのではないかと問いかけている。 

・『SNS の普及』…池内(2020)は、インターネット SNS の普及で、消費者に簡単にクレー

ムを訴える「場」が提供されたと表現している。消費者は店や従業員に対して不満を持った

際、以前であれば、対面で話したり、電話で訴えたりという手段をとっていたが、今や多く

の人が自身のスマートフォンなどを使って手軽に SNS で発信や拡散することができるよう

になった。カスハラが発生する理由として池内(2020)は、企業側は“クレーム”を拡散され

ることを恐れて、過剰サービスとなり、期待値を上げて不満が発生するなど、負のスパイラ

ルを生んでいると指摘している。 

・『デジタル社会の進展とストレス社会』…インターネットでの買い物だけでなく、イベン

トの申し込みや契約の変更まで多くのことがデジタルで行えるようになり、またリアル店

舗でも『セルフレジ』や『アプリ決済』が導入されるなど、デジタル化の進展で大きく社会

が変わった。池内(2020)は、「情報化による時代の変化についていけない高齢者層は，大き

な不満をため込むことになる」「日ごろから不満やストレスを蓄積した消費者 が些細なこ

とで激高し，従業員に当たり散らす」ことがあると説明している。 

このような消費者と企業をとりまく環境の変化が、カスハラを顕在化させたと考えられ

る。今後労働人口がますます減少する見通しの中で、企業は人材の維持、確保の面でも有効

なカスハラ対策を講じることが重要となる。いかに、従業員の心理的安全性を高められるか

が重要となるだろう。 

 

2.3 カスハラ対策で求められる企業の役割  

では、どのようなカスハラ対策が有効なのだろうか。内田（2025）は、従業員向けに実施

するカスハラ対策として、①カスハラにどう対処すべきかなどの「研修」の実施、②「しな

くてもいいことを明示」して職務要求を引き下げる、③メンタル、法律面での「サポート体

制」、④被害を受けた従業員を一時的に「現場から距離を置かせる施策」などを挙げている。

②の職務の明確化は、「客に対してしなくて良いこと」を示すことで、過大な要求から従業

員を解放することにつながるとしている。カスハラをゼロにすることは現実的ではない中

で、内田(2025)の提唱はカスハラが発生しても従業員の心理的安全性を維持するために企

業が取り得る方策が多岐にわたることを示している。 

 

2.4 導入が進むカスハラ対策 

法施行を前にすでに大企業を中心に対策導入が始まっている。かねてより従業員がカス

ハラ被害に悩まされてきた航空運輸業界では、2024 年 6 月に、空運業大手の全日本空輸と
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日本航空の２社が共同で両グループの「カスタマーハラスメントに対する方針」を発表した。

カスハラと見なす具体例を示した上で、「カスハラに対しては、従業員の人権および就業環

境を害するものとして、毅然と行動し、組織的に対応」し、悪質な言動などに対しては、「し

かるべき機関に相談のうえ、厳正に対処」すると表明した。また、小売業や外食産業でも、

「現場責任者向けの手引き書の導入」、カスハラを未然に回避するための「店頭啓発ポスタ

ーの掲示」、SNS での誹謗中傷回避などのための「店員の名札の本名表示廃止」といった取

り組みが増えてきている。 

 

【参考資料】：日本フランチャイズチェーン協会が作成した会員企業用ポスター 

 

 

 

 

  

 

3.『企業は社会風土を変えうるか』の先行研究の検証 

企業によるカスタマーハラスメント対策の導入は、社会風土をも変えるような影響を起

こしているのだろうか。本章では、先行研究を以下の三つの観点に整理して検討する。第一

に、カスタマーハラスメント対策の実効性や制度的枠組みに関する研究、第二に、対策を講

じなかった場合に生じる負の影響に関する研究、第三に、企業行動が消費者の志向や規範意

識に影響しうる可能性を示した研究である。これにより、本研究が問う「企業のカスハラ対

策導入が、客の価値観やふるまいを変え、社会風土の変革につながりうるか」という論点が、

既存研究のどこに位置づくかを明確にする。 

 

3.1 カスハラ対策の実効性についての研究 

 まず、カスタマーハラスメント対策そのものの実効性や制度的対応について検討した研

究を確認する。 

 池内（2020）は、日本のカスハラ対策の実効性を検討するため、先行して法整備が進み、

文化的背景も近い韓国の事例を分析している。韓国では、接客業などが「感情労働」と位置

づけられ、従事者が労働時間の 25%以上を顧客の怒りへの対応に費やしており、深刻な社

会問題となっているとされる。結果、多くの自治体で企業に対し、対応マニュアルの整備を
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義務づける制度が導入されたが、池内は、罰則が軽微であるため、被害の減少という点では

十分な効果が確認されていないと指摘する。一方で、コールセンターにおいて「途中で電話

を切る権利」が認められるなど、環境が部分的に改善した事例も紹介している。池内は、従

業員と消費者の双方が尊重される社会の実現には、消費者側の意識改革が不可欠であると

論じ、過剰な権利意識を改め、従業員の限界を理解した適切な要求姿勢を求めている。本研

究と同様に「カスハラ減少」と「社会の価値観の変化」の関係に着目している点は共通する

が、池内は「価値観の変革がカスハラ減少をもたらす」とする立場をとっており、「カスハ

ラ対策の導入が社会の価値観を変えるか」を問う本研究とは分析の主客が異なる。また、消

費者の価値観変化についての実証分析は行われていない。 

また、企業活動におけるカスハラ対策については、内田（2025）、山谷（2024、2025）が、

悪質クレームや迷惑行為といった組織の「外」に向けたアプローチと、職場環境や労働者の

保護といった組織の「内」に焦点をあてるアプローチの 2つが必要であるとしている。さら

に内田は、顧客に対するカスハラ該当行為の明示は、サービスコンセプトの提示と同様に顧

客の期待値を適正に保ち、カスハラ行使を顧客に踏みとどまらせる効果があると論じてい

る。ただし、いずれも規範変容の測定に関する検討には至っていない。 

 

3.2カスハラ対策を「取らない」影響 

次に、企業がカスハラ対策を講じなかった場合に生じる影響に着目した研究を確認す

る。人材サービス業を中核とするパーソルグループ傘下の「パーソル総合研究所」は「対

策を取らなかった時の影響」について調査を行った。1 年以内にカスハラ被害に遭った層

と遭っていない層を比較した際、被害層の離職率が 3 割多いなどの結果が示された。また

「転職・辞職希望」も被害層では、被害なし層の約 1.9 倍となっている 8。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
8 パーソル総合研究所（2024）「カスタマーハラスメントに関する定量調査」 
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【図表１】 

 

この結果から、カスハラ被害が人材流出を促進していて、企業が対策を講じなければ、従

業員の心理的負担や、それに伴う生産性低下などの社会的損失が生じると捉えられる。 

次に、旅行サイト運営の「エアトリ」が 20 代〜70 代の男女 796 名を対象に実施した調

査で、「カスハラを行ったことがあるか」を尋ねたところ、接客業未経験者では「ある」が

4.3%だったのに対し、接客業経験者は「ある」が 6.0%と 1.7 ポイント高い結果となった 9。

エアトリは「接客業経験者は（自身に）経験があるからこそ従業員に厳しい目を向け、不満

を抱く」と分析している。この結果は、顧客から過度な要求や不当な態度を受けた経験が、

将来顧客側に回った際の厳罰化や攻撃性へとつながり、結果としてカスハラが「再生産」さ

れる可能性を示唆している。 

さらに中村（2021）が大学生を対象に行った調査では、流通小売業界への就職を検討し

た学生 158 人のうち、カスタマーハラスメントが就職検討に「大きく影響する(した)」が

12.0%、「多少影響する(した)」が 46.8%となり、合計 58.8%が影響すると回答した。中村

の研究は、カスハラ対策導入前の日本の接客業において、学生の職業選択の志向に影響が生

じていることを示している。 

以上のように、これらの先行研究では、カスハラによる負の影響の解明は試みられている。

しかし、本研究のスコープである「企業のカスハラ対策導入が、『客』の価値観を変え、『社

会風土』の変革を起こすのか」という視点の研究は見つからなかった。 

 

 
9 「カスハラに関するアンケート調査」(2019) 旅行サイト「エアトリ」調べ 
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3.3 企業活動が及ぼす客の志向変更について 

 最後に、企業の行動や方針が消費者の志向や規範意識に影響を与える可能性を示した研

究を確認する。 

樋口(2019)は、消費者の選択行動は、感情や直感、リスクや時間に関する限定合理的な

判断などさまざまな要因に左右されることが行動経済学や心理学などによって明らかにさ

れていると指摘した。飛田（2021）は、企業と消費者が消費を通じて変革する「消費者志向

経営」について、SDGs・ESG 投資との共通目的と相違点を整理した。ただし、これらは「企

業行動が消費者規範を変える」因果の検証というより、概念整理の比較に重きが置かれてい

るため、本研究が扱う「カスハラ対策という企業行動が、客の価値観やふるまいを変えうる

か」という実証課題とは射程が異なっている。 

 

3.4 小括 

以上の先行研究から、カスタマーハラスメント対策の必要性や、対策未実施による負の影

響、ならびに企業行動が消費者の志向に影響を及ぼしうる可能性は、それぞれ指摘されてき

たことが確認できる。しかし、企業がカスタマーハラスメント対策を導入することが、従業

員側の変化のみならず、顧客のふるまいや規範意識の変化を介して社会風土の変革につな

がりうるかを、企業側・個人側の双方から実証的に検討した研究は十分に見当たらない。そ

こで本研究では、企業向け調査および個人向け調査の二つのデータを用い、その可能性を検

討する。  

 

4. 研究方法 

本研究の目的は、企業がカスハラ対策を導入することは人々の価値観やふるまいに変容を

もたらし、社会風土を変えうるのかを調査することである。このため、①既にカスハラ対策

を導入している接客サービスを行う企業に対し、職場側から見た変化を見るための「企業向

け調査」、②「客」としての意識や行動の変化を見るための個人向け調査、の 2つの調査を

行った。 

 

4.1 調査①〈企業向け調査〉 

■調査期間：2025 年 12 月 22 日～26 日 

■回答協力会社 

ANA ホールディングス 空運業（大手） 

B 社（社名非公表） 小売業（コンビニエンスストア） 

＊コールセンター部門についての回答 

C 社（社名非公表） 飲食サービス業（大手） 

■調査方法 文書によるアンケート調査 

【企業向け調査の結果】 
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①カスハラ対策導入後に従業員に見られた変化 

「カスハラ対策の導入を宣言して、従業員に変化はあったか」という問いに対して、いずれ

の企業においても、従業員への影響は総じてプラスと受け止められており、とりわけ「安心

感」と「対応打ち切り判断」で変化が見られた。 

◆ANA ホールディングス（空運業） 

・会社として方針を明確化することで、カスハラに対して組織として対応するという安

心感が生まれ、自信を持って本来のサービス提供に向き合える風土が浸透しつつある。 

・ガイドラインに基づいた教育によって、カスハラに至った場合には毅然と対応すると

いう、状況に応じた適切な対応ができる従業員が増えてきた。 

◆B 社（小売業・コンビニエンスストアのコールセンター部門） 

・企業や上司への信頼が増した。 

「カスハラへの対処法をマニュアル化したことで、対応打ち切りの判断ができるよう

になり心理的負担が軽減した。 

◆C 社（飲食サービス大手） 

・大きな変化は現時点ではないが、一部の従業員からは安心感（会社に守られている）は

あるという声が届いている。 
「組織として対応する」という方針と「対応についての指針」が明確となったことで、カ

スハラ対応が従業員個人だけで抱え込む問題ではなくなり、よりどころのある安心感と自

信が生まれたことが見て取れる。また、池内（2020）の調査でも示されたように、対策導入

によって「対応を切り上げていい」という選択肢ができたことは、従業員のストレスを軽減

しているといえよう。 

 

②企業の外への広がり 

企業が自社の枠を超えてどこまで取り組みを波及しているのかを探る質問も投げかけた。

「今後、取り組みを他の会社にも促す予定はあるか（グループ会社や同じ業界団体に所属し

ている企業も含む）」という問いに対しての回答は以下。 

◆ANA ホールディングス（空運業） 

・業界全体で足並みを揃えて推進することが、対策の実効性を高めるためにも不可欠で

あると考えている。そのため、これまでも業界他社（「JAL」様等）や業界団体であ

る定期航空協会と連携し、業界共通の課題として対策を推進してきた。 

◆B 社（小売業・コンビニエンスストアのコールセンター部門） 

・グループでの基本方針を制定して取り組んでいる。 

・同業他社間で定期的に意見交換の場をもうけ、カスハラ対策を共通テーマとした活動

を同期する動きがうまれている。 

◆C 社（飲食サービス業大手） 

・グループ各社で方針のすり合わせを実施し、それを基本方針とし各社の事情に合わせ
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てアレンジしている。 

対策の実行は個社レベルにとどまらず、グループや同業他社にも波及していることがわ

かった。また画一的でなく、事業体ごとに適した対策がつくられ、有効性を高めようという

取り組みがなされている。 

 

③社会の変化への萌芽 

「カスハラ対策の導入の広がりは、日本社会にどのような変化をもたらすと思うか」という

問いに対する回答は以下のとおりである。 

◆ANA ホールディングス（空運業） 

・お客様と従業員の対等で健全な関係性を再構築するきっかけになると考えている。こ

れまでは日本のサービス業において「お客様は神様である」という意識が根強く残

り、一部で従業員の努力や我慢のうえに成り立つサービスが見受けられたと思ってい

る。しかし、サービス品質の向上に繋がる貴重なご意見と、従業員を疲弊させる粗暴

な言動や過剰な要求は異なるものである。カスハラが社会に認知され、企業および消

費者側が正しい認識を持って行動し、お互いに尊重し合える関係性を構築することが

重要である。従業員が本来の業務に集中できる環境こそが、お客様への最高のサービ

ス提供につながると考えている。 

◆B 社（小売業・コンビニエンスストアのコールセンター部門） 

・カスハラ対策の導入の広がりで社会通念の変化に至れば、事象の減少につながると考

えられる。 

◆C 社（飲食サービス業大手） 

・SDGs の中にも「平等」「平和」「公正」などの言葉が用いられているように、 

お客様」＞「従業員」の関係ではなく、互いが公平公正な立場とする見方が進んでき

ていると感じる。導入の広がりと比例して「カスハラ」という言葉が一般化し、社会

の認識を統一させる変化になっていると感じている。 

ただし、率直な不安も共有された。飲食サービス業の C社からは「従業員が一定の保護下

に置かれることにより、安心して業務ができる環境整備の推進につながっている一方、従業

員が『カスハラ』を盾として、明らかな自身の過失を認めず、顧客からの一方的な要求・指

摘（カスハラ）と考えを置換してしまうことは懸念である」との声も聞かれた。 

 

④客の反応 

「カスハラ対策を導入して、顧客側の反応はどうだったか」という質問に対しては、「認識

が広がっている」という肯定的な受け止めもあった一方、理解が得られない場面もあること

の報告が寄せられた。このことから、「正当なクレーム」と「カスタマーハラスメント」の

違いに関する社会的リテラシーの向上が必要であることが示唆される。 
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◆ANA ホールディングス 

・「正当なクレームまでカスハラ扱いされるのではないか」といった懸念の声もあった

一方で、多くのお客様が弊社の方針に賛同いただいていると感じている。カスハラを

意識した行動をされるお客様が増えているように思う。例えば、カスハラに該当する

言動についてはやめていただくよう明確に伝えることで、お客様もご自身の言動に気

づき、本来のサービス提供が継続できるようになった事例もある。また、カスハラ行

為が発生した際に、周囲にいらっしゃったお客様からねぎらいの言葉をいただいたり

することもあり、カスハラという概念が広まっていることを感じている。 

◆B 社（小売業・コンビニエンスストアのコールセンター部門） 

・発生状況は変わらない。 

・「カスハラと言われたことに納得できない」という苦情が発生している。 

◆C 社（飲食サービス業大手） 

・現時点で大きな変化はないが、一部の従業員からは、店頭 POP を読む姿を目にしたり

するという声がある。社会的にカスハラという言葉が浸透し、それ自体が一定の抑止に

つながっているという認識もある。 

 

〈企業向け調査の小括〉 

以上より、対策の可視化（方針開示・掲示物等）が顧客の自己認識や周囲の反応を通じて

一定の抑止に働くとともに、従業員向けのガイドライン制定により「カスハラ対応に区切り」

を付けられるようになったこと、被害時に会社や上司が一緒に対応してくれるという安心

感が従業員の働きやすさにつながっていることが示唆された。さらに、自社にとどまらない

連携の拡張は、社会への波及可能性を高める契機となりうる。ただ、カスハラと正当なクレ

ームの線引きについて、従業員も客も共通の認識をもつことがカスハラの削減に必要であ

り、とりわけ従業員側が適切に理解していない場合、適切な接客の質が損なわれる恐れも示

唆された。 

 

カスハラ対策導入後の客の変化（企業側の実感） 

・カスハラを（しないよう）意識した行動が増加 

・従業員が客の言動について NG を伝えることで本来業務に復帰可能に 

・カスハラ現場で周囲の客からねぎらい 

・客にカスハラ対策導入の現実が周知されつつある 

・カスハラへの社会的意識向上がカスハラ抑止に 

 

4.2 調査②〈個人向け調査〉 

次に、消費者としての価値観の変化が生じるのかについて、個人に対して行ったアンケ

ート調査結果を見ていく。 
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■調査期間 2025 年 12 月 7 日～2026 年 1 月 3 日（4 週間） 

■調査対象 首都圏在住を中心とする 10 代～60 代。回答数 113 人 

■調査方法 Google フォームにて匿名で回答を依頼 

■調査概要 カスハラ対策導入の覚知による個人の認識の変化、周囲への波及、社会風土

変革への意見 

 

【個人向け調査の結果】 

①客としての変化  

調査回答者から「企業がカスハラ対策を導入していることを知っている」と答えた人 67
名を対象に、自身の行動変化を尋ねた。 

「（クレームではない）通常時でも、店員とのやり取りで以前より言葉遣いや態度に気

を付けることが増えたか」の質問に対し、「あてはまる」「ややあてはまる」合計は 46.3%
となった。 

【図表 2】 

 

次に、「クレームを伝える時に、以前より言い方や声の大きさに気をつけるようになった

か」を尋ねたところ、「あてはまる」「ややあてはまる」合計は 44.8%となった。 

【図表 3】 

これらの結果から、カスハラ対策の認知をきっかけに個人が行動を変えていることがう

かがえる。 
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②周囲への波及・規範意識 

「家族や親しい人に、店員などに対してカスハラをしないよう促したことがあるか」の質

問に対し、「あてはまる」「ややあてはまる」の合計は 50.8%だった。 

【図表 4】 

 

「クレームをつけている人を見かけると、以前より「いけないことをしている人」と思う

ことが増えたか」の質問に対し、「あてはまる」34.3%、「ややあてはまる」46.3%と合計 80.6%
にのぼった。 

【図表 5】 

 

さらに、「企業のカスハラ対策について他者と話した経験がある」と答えた人を対象に、

「話した結果、カスハラしないように気をつけようという思いを抱いた、あるいは思いを強

くしたか」と尋ねた。37 名の回答があり、「あてはまる」が 64.9%となった。 
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【図表 6】 

 
以上から、個人にとどまらず、カスハラが周囲との会話の題材としても共有され、カスハ

ラの抑制が社会に波及する可能性が示唆される。 

 

③風土変革に関わる意見 

従業員を守るための「カスハラ対策」の導入が広がることは、日本の社会風土に変化をも

たらすと思うかについて、自由記述での回答を得た。回答の引用については意味を変えない

範囲で適宜短縮し、7 つのテーマ別に分類した。 

 

◇「お客様は神様です」という価値観の変化 

 質問文には「お客様は神様です」というフレーズを用いなかったが、回答者からは同価

値観の見直しが進むとの見方が複数寄せられた。 
・お客様は神様ですという、間違った思い込みが改善されていくと思う。 

・「お客様は神様である」という日本に特有の考え方は、謙虚さや真摯さという国民性を  

反映したものだったと考えられるが、今では客が店員に対して横暴な態度を取る口実

になっている。このような国民性由来の「お客様至上主義」ともいえる日本の社会風土

は、カスハラ対策の導入により一層解体が進むと考える。 

・「お客様は神様です」が常識となっていた文化は良くない、働き手に強く当たる人は良

くない、という認識が広がっていくと思う。 

・昔は「お客様は神様です」という言葉があったが、お店もお客も対等だという認識に変

わっていくのではないか。 
 

◇従業員と客の関係見直し 

「神様」という語を用いないものの、同趣旨として「従業員と客の関係性見直しの必要性」

を指摘する意見があった。 

・日本の社会風土は変わると思う。これまで当たり前だった「お客様が絶対」という考え

が見直され、働く人の権利や安全を大切にする意識が広まると思うから。 

・立場が違うだけで企業側と顧客側は対等であるべきである。上下感覚が根強い日本風土
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において、今後は傲慢さや過度な勘違いが減り、思い計るというよき文化を見直し、調

和が広がればよいと期待する。 

 
◇自分自身の姿勢の変化 

客として自らのふるまいに気をつけていこうという意思が共有された。 

・店舗の従業員や窓口などの担当の公務員に対する言葉遣いや態度が適切なものに改まる

ことを期待している。自らの行動もきちんと意識していこうと考えている。 

・自分の要求を通すために、度を超えた長時間のクレームや中傷的な言動を繰り返して相

手方の業務を妨げる行為は排除されるべきである。中年以上の男性にありがちな、感情

的に怒鳴るなどの行為は控えたいと自分でも考えている。 

 

◇風土変化のイメージ 

対策導入により、消費者が必要以上の要求をしなくなる、丁寧に従業員に接する、といっ

た変化が想定され、意識改革による社会風土改善への期待が示された。 

・必要以上の要求をしない、されない社会になっていくと思う。 

・消費者は自身の行動がカスハラと見なされないように、より丁寧に従業員に接する意識

を持つことになると思う。 

・今までの「お客様が絶対」という雰囲気が少しずつ変わって、働く人が安心して働ける

ような環境が少しずつ整っていくと思う。 

・従業員側が自分達の権利を臆さず主張出来るようにはなるのかなと思う。 

 

◇接客業のイメージや離職率改善などへの期待 

接客業を取り巻く環境が改善するという見通しや期待も示された。 

・カスハラ自体の数が減り、接客業の労働環境への世間的なイメージが改善されると思う。 

・カスハラが原因で仕事を退職したり精神を病む人の数が減少したりし、日本の治安維持

にいい影響を与えると思う 

このほか、クレーム対応への心理的負担や時間が減ることでストレスが減り生産性が向

上するといった肯定的な意見が複数あった。 

 

◇社会風土の変革をもたらすためのカスハラ対策の実効性 

カスハラの「定義の明確化」や「罰則」、また「一般への認識の浸透」が必要だとする意

見があがった 

・カスハラ（の定義）は主観的な感性によって人それぞれ違うので、人の感情などで揺る

がないような定義付けをすべきだと感じた。 

・対策や法律ができ、より明確なカスハラのラインが見えてくると従業員側も客側もお互

いの接し方での悩みも減ると思う。 
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◇社会風土の変化に否定的な意見 

変化が起きないとする意見や、対策導入によるマイナスの影響の懸念もあった。 

（変化は起きないとする意見） 

・目に見えての大きい変化は起こらないと思われる（略）。そのような行為（カスハラ）

をする人は根本的に性格に難があると思われる。カスハラ対策をしたところで、その人

たちの対応が変わるとは考えにくい。 

・法律で規制しても見えないところで発生したり、声をあげられなかったりする環境そ

のものは変わらないから、多少の変化はもたらすかもしれないが、大幅な変革として成

果があげられるとは思わない。 

（マイナスの影響を懸念する意見） 

・対策が非常識な客を減らすのは良いと思うが、同時に若い人を中心に不親切・好意を感

じない接客が増えたと感じる。 

・何でもハラスメントと言われてしまうと、カスタマー側が正当な権利を主張しづらく

ならないかとも思う。 

・客と従業員の間で緊張感が生まれるため、社会風土が少し堅くなると思う。 

・悪質なハラスメントは少なくなると思うが、真っ当なクレームも減って、サービス向上

の機会損失もあると思う。耳が痛いことを言わないことによって、お客さんとサービス

提供者の信頼関係が希薄にならないといいと思う。 

・店側に不備があった場合に、店のサービスの向上のために丁寧にクレームを入れたつ

もりが、カスハラに該当されてはサービス業が衰退する一方である。自分に非があって

も認めないような店員が増えるのではないかという心配はある。 

 

〈個人調査の小括〉 

今回、記述式回答で寄せられた意見からは、カスハラが是正されるべきだと考える人が多

く、対策の導入が日本の社会風土に一定の変化をもたらすことが期待されていることが明

らかになった。特に、「お客様は神様です」に象徴される顧客至上主義の社会通念について

は、従業員への横暴な振る舞いを正当化する口実として機能してきたとの認識が多く見ら

れ、その見直しを促す契機になるとの評価が目立った。また、従業員と顧客は本来対等な関

係であるという意見も複数あり、上下関係的な捉え方の是正を期待する声も多かった。加え

て、接客業のイメージ改善や離職率低下、心理的負担の軽減といった労働環境面での効果へ

の期待も示された。 

一方で、社会変容を実現するには、カスハラの定義明確化や罰則、一般への周知といった

実効性確保が不可欠であるとの指摘がなされ、対策の限界や、正当なクレームが抑制される

懸念を示す否定的意見も存在した。総じて、カスハラ対策は社会風土改善への一歩となり得

るが、その成果は、法制度がどこまで効力をもたらすかに大きく左右されると考えられる。 
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５．おわりに 

本研究は、企業行動が日本に住む人々の価値観や社会風土を変革しうるのかを明らかにす

ることを目的として、カスタマーハラスメント対策の導入が及ぼしている影響を検証した。 

企業向け調査からは、カスハラ対策の導入によって、従業員の精神的負担の軽減や安心感の

醸成といった点で一定の手ごたえを感じている様子が見て取れた。対策が単なるルール整

備にとどまらず、職場環境の質的改善に寄与していることが示唆される。一方、客商売であ

る企業が、一部の顧客であっても不当または不快と感じられる要求を毅然と拒否するため

には、企業単独の取り組みだけでは限界があり、政府・法制度・規制といった外部からの「外

圧」や、一社にとどまらない業界横断的な連携が重要であることも示唆された。 

尚、カスハラ対策の導入は中小企業でより困難となると見込まれ、東京都は対策の導入に

一社 40 万円の補助金支給を実施した。しかし、資金面以外でも「客商売」を行う中で中小

企業が対策実行の障害に直面することは想像に難くない。企業向け調査で回答を得た 3 社

はいずれも大企業となったため、今後、対象とする企業の範囲を広げていく必要がある。 

個人向け調査からは、対策導入をきっかけとして、周囲に対してカスハラを控えるよう声

をかけたり、自身の言動に注意を払うよう意識したりした人が一定数存在することが明ら

かになった。さらに、これまで日本の社会風土に根付いてきた「お客様は神様です」という

社会通念に対し、否定的・再検討的な意見が複数から示された。これらの結果から、カスハ

ラ対策の導入という企業行動が、人々の価値観に一定の影響を及ぼしていることは確認で

きたといえる。ただ、調査に回答した年齢層が、他者への気遣いに敏感とされる Z 世代の

10 代と、顧客至上主義の文化で育った 50 代を中心に偏ったことから、社会全体の認識とど

の程度一致しているかは、客観性に限界があった。またこうした影響がどこまでの広がりや

強さを持ち、社会風土の変革にまで至るのかについては、検証し切れていない。 

研究目的である「企業行動は日本の社会風土を変革しうるか」をより深く解明するために

は、今後、カスハラ対策導入の長期的影響を継続的に追うとともに、男性育児休暇の取得促

進など、他の企業行動を対象とした検証を重ねていく必要がある。企業の行動が人々の価値

観や行動様式にどのように影響し、日本に住む人々の幸福度の向上にいかにつながるかを

明らかにすることは有用である。 
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